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依存財源

自主財源

228 億円
（25.1%）

15 億 8766 万円
（1.7%）

10 億 4889 万円
（1.2%）

98 億 9761 万円
（10.9%）

234 億 6456 万円
（25.8%）

185 億 9817 万円
（20.4%）

88 億 5820 万円
（9.8%）

45 億 9491 万円
（5.1%）

その他交付金

市債

国県支出金

地方交付税

その他

分担金・負担金

使用料・手数料

市税

317 億 5896 万円
（35.0%）

5億 1284 万円
（0.5%）

27 億 9020 万円
（3.1%）

32 億 5501 万円
（3.6%）

68 億 6614 万円
（7.6%）

73 億 4998 万円
（8.1%）

80 億 4376 万円
（8.9%）

83 億 26 万円
（9.1%）

105 億 4433 万円
（11.6%）

113 億 9852 万円
（12.5%）

3000 万円
（0.0%）

予備費

議会費消防費

農林水産業費

教育費

衛生費

土木費

総務費

商工費

公債費

民生費

歳出（目的別）
908 億5000 万円

特
集
　
平
成
27
年
度
当
初
予
算

自
信
と
誇
り
・
夢
と
希
望
に
満
ち
た

『
鳥
取
市
創
生
』
予
算

一般会計
※ (　　)…構成比

市
町
村
合
併
以
降
は
じ
め

て
９
０
０
億
円
を
超
え
る

積
極
型
予
算

　

平
成
27
年
度
は
、「
安
全
安
心

な
ま
ち
づ
く
り
」
と
「
地
方
創
生
」

を
市
政
の
柱
に
据
え
、
公
共
施
設

や
民
間
施
設
の
耐
震
化
、
デ
ジ
タ

ル
防
災
行
政
無
線
の
整
備
な
ど
、

防
災
・
減
災
の
強
化
と
企
業
誘
致

や
雇
用
対
策
、
医
療
・
福
祉
の
充

実
、
結
婚
・
妊
娠
・
出
産
・

子
育
て
支
援
や
交
流
人
口

の
拡
大
な
ど
、
市
民
の
皆

さ
ん
の
暮
ら
し
の
豊
か
さ

に
繋
が
る
事
業
を
特
に
強

力
に
推
進
し
ま
す
。

　

一
般
会
計
予
算
額
は

９
０
８
億
５
０
０
０
万
円

（
前
年
度
比
３
・
１
㌫
増
）

で
、
平
成
16
年
の
市
町
村

合
併
以
降
の
当
初
予
算
と

比
較
し
最
大
と
な
っ
て
い

ま
す
。

市
債
９
年
連
続
減

少
な
ど
財
政
の
健

全
性
を
向
上

　

予
算
額
を
合
併
後
最
大

と
す
る
一
方
で
、市
債（
借

金
）は
必
要
最
小
限
に
抑

え
、
基
金（
貯
金
）は
積
極
的
に
積

み
増
す
な
ど
、
健
全
財
政
の
取
り

組
み
も
強
力
に
進
め
て
い
ま
す
。

　

予
算
編
成
後
の
年
度
末

市
債
残
高
見
込（
通
常
債
）

６
３
５
億
９
０
０
０
万
円（
対
前

年
度
▲
23
億
1
０
０
０
万
円
）は

合
併
後
最
小
と
な
り
、
９
年
連
続

で
着
実
に
減
少
し
て
い
ま
す（
対

18
年
度
▲
４
７
９
億
７
０
０
０
万

円
）。
ま
た
基
金
残
高
見
込

歳入
908億5000 万円 問

い
合
わ
せ
先 

本
庁
舎
行
財
政
改
革
課  
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重要課題

特別会計 企業会計
会計区分 予算額

土 地 区 画 整 理 費 2 億 387 万円
簡 易 水 道 事 業 費 17 億 108 万円
公 設 地 方 卸 売 市 場 事 業 費 4911 万円
駐 車 場 事 業 費 2635 万円
国 民 健 康 保 険 費 223 億 9508 万円
高齢者･障害者住宅整備資金貸付事業費 537 万円
住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 事 業 費 4344 万円
土 地 取 得 費 55 万円
墓 苑 事 業 費 2554 万円
介 護 保 険 費 184 億 9834 万円
財 産 区 管 理 事 業 費 637 万円
温 泉 事 業 費 5153 万円
観 光 施 設 運 営 事 業 費 962 万円
介 護 老 人 保 健 施 設 事 業 費 8181 万円
後 期 高 齢 者 医 療 費 19 億 6113 万円
電 気 事 業 費 2570 万円

計 450億 8489 万円

会計区分 予算額
水 道 事 業 58 億 2850 万円
工 業 用 水 道 事 業 877 万円
下 水 道 等 事 業 168 億 4433 万円
病 院 事 業 98 億 7840 万円

計 325億 6000 万円

116 億 6958 万円

105 億 4408 万円

121 億 3216 万円

179 億 7714 万円

96 億 7431 万円

86 億 686 万円

114 億 5252 万円

（9.6%）

（12.6%）

（9.5%）

（10.7%）

（12.8%）

（11.6%）

（13.4%）

（19.8%）

そ
の
他
の
経
費

義
務
的
経
費

消
費
的
経
費

投
資
的

経
費

87 億 9335 万円
貸付・積立金

繰出金

投資的経費

補助費など

維持・物件費

公債費

人件費

扶助費

 市民の暮らしを支えます
①防災・減災の強化
　●小中学校の耐震事業費（24 億 1000 万円）
　　※市内小中学校の校舎耐震化率が 100％となります。
　●新市域防災行政無線デジタル化推進事業（3 億 1000 万円）
　●新庁舎整備事業　基本・実施設計費等（1 億円）＜新規＞
②医療・福祉の充実
　●国民健康保険料の引下げ
　●臨時福祉給付金支給事業
　　児童手当支給対象児童 3000 円 / 人、低所得等対象者 6000 円 / 人を支給
　●鳥取赤十字病院の診療体制強化への資金支援＜新規＞
　　資金貸付金 6 億円、補助金 7000 万円　　　　　　　　　　　　　など

 地方創生を進めます
①安定した雇用の創出
　●中小企業金融対策・企業立地促進関連などの制度融資資金（73億5000万円）
　●企業誘致対策としての賃貸型工場設置補助金（8 億 7000 万円）
　●布袋工業団地整備事業費（2 億 6000 万円）＜新規＞
　●高齢者いきいき雇用拡大事業費（600 万円）＜新規＞
②新しい人の流れづくり
　●鳥取砂丘「砂の美術館」第 8 期展示ドイツ編に係る経費（2 億 3000 万円）
　●鳥取西地域振興グランドデザイン推進による街づくり会社設立準備費（400 万円）＜新規＞
　●鳥取市分散型エネルギーインフラプロジェクト事業費（300 万円）＜新規＞
③結婚・出産・子育ての希望実現
　●保育料の軽減対策
　　第 3 子以降全額無料化及び第 2 子（同時在園）2 分の 1 → 4 分の 1 に軽減
　●婚活サポートセンターの運営補助金（700 万円）
　●不育治療助成事業費補助金の新設（100 万円）＜新規＞
④地域づくりと地域間連携
　●中核市準備事業費及び保健所設置準備事業費（300 万円）
　●鳥取本通商店街アーケード建替等の中心市街地活性化推進事業費（1億 4000 万円）
　●鳥の劇場施設整備事業費（7300 万円）　　　　　　　　　　　　　など

地域医療の充実

砂の美術館第 8期展示

保育料の軽減
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※臨時財政対策債…地方交付税を配分できないかわりとして国が特別に発行を認めた地方債。
　　　　　　　　　その償還金は後年度の地方交付税で全額措置される。

基金残高

市債残高・基金残高の推移（単位：億円）

１
２
７
億
２
０
０
０
万
円（
対
前

年
度
３
億
６
０
０
０
万
円
増
）に

つ
い
て
も
、
合
併
後
最
大
と
な
っ

て
い
ま
す
。

公
共
投
資
の
拡
大

　

公
共
投
資（
普
通
建
設
事
業
費
）

に
つ
い
て
は
、
総
額
90
億
円（
前

年
度
比
15
・
４
㌫
増
）と
し
、
小

中
学
校
や
地
区
公
民
館
な
ど
市
有

施
設
の
耐
震
化
事
業
、
緊
急
性
の

高
い
道
路
・
橋
梁
・
河
川
整
備
事

業
、
新
庁
舎
整
備
事
業
な
ど
を
積

極
的
に
進
め
、
地
域
経
済
の
活
性

化
・
雇
用
の
確
保
に
つ
な
げ
ま
す
。

結婚・出産への支援


